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連邦参議院 BR-Drs. 652/16（決定）16.12.16 
連邦参議院の態度決定：ドイツ旅行規定の第３改正法草案




１．第１条第２号 b（民法第 312 条第 7項第２文）、
　　　　　第３号     （民法第 312g条第２項第２文）について
２．第１条第４号     （民法第 651a条第５項第２文 - 新 -）について
３．第１条第４号     （民法第 651b条第１項第３文）について
４．第１条第４号     （民法第 651b条第１項第４文）について
５．第１条第４号     （民法第 651i条第 2a項 - 新 -）について
６．第１条第４号     （民法第 651n条第１項第２号）について
７．第１条第４号     （民法第 651r条第３項第３文）について
８．第１条第４号     （民法第 651t条）について




































広島法学　41 巻１号（2017 年）－ 84
− 233 −
系上適切であろう。








２．第１条第４号（民法第 651a 条第５項第２文 - 新 -）について
　第１条第４号において、第 651a条第５項の規定に以下の文が追加されるべ
きである：すなわち、「その旅行代金が 150 ユーロを超える日帰り旅行には、







































































































行給付のために 274 億ユーロを支払った（fvw, Deutsche Veranstalter 2015, 
Beilage zu Nr. 26 vom 18.Dez. 2015）、連邦消費者センター連合会の文面による








































































































































































































第２（.第１条第４号ー民法第 651a条第５項第２文 - 新 -）について
第３（第 1条第 4号ー民法第 651b条第１項第３文）について
第４（第 1条第 4号（民法第 651b条第１項第４文）について












第９号並びに投資法 Kapitalanlagegesetzesbuch第 305 条第１項第２文及び民法
施行法第 246a款第１条第３項第１号及び第２号において諸々の効果の変更が
生じることが指摘される。
広島法学　41 巻１号（2017 年）－ 72
− 245 −
第２（. 第１条第４号ー民法第 651a 条第５項第２文 - 新 -）について
　連邦参議院の提案には同意されない。

















































第５（民法第 651i 条第 2a 項 - 新 -）について
　連邦参議院の提案には同意されない。
広島法学　41 巻１号（2017 年）－ 70
− 247 −





























































































































ないことを指摘しておく。これは、欧州委員会によって 2019 年及び 2021 年
に提出される評価報告書（指令第 26 条）にかんがみて、疑問であるように思
われる。
　しかし、連邦政府は、現在、指令の国内法化後に、倒産担保の重要な一連
の関連テーマに関して研究計画を依頼するつもりである（第７について参
照）、ことが指摘されうる。
